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１．経営成績・財政状態に関する分析 

(1) 経営成績に関する分析 

当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策や日本銀行による金融緩和を背景に、企業収益や雇用情勢

に改善などがみられ、景気は穏やかな回復基調にありましたが、中国をはじめとする新興国経済の減速に加え原油価

格下落の影響により為替相場や株式市場が不安定に推移するなど、先行き不透明な状況が続きました。 

当社グループの主な事業分野である木材業界におきましては、建築資材の需要に影響を与える新設住宅着工戸数が、

雇用・所得環境の改善が続いているほか、住宅ローン減税拡充や省エネ住宅ポイントに加え、住宅取得資金に係る贈

与税の非課税措置の延長・拡充等の諸施策が講じられていることなどにより、92万戸と前期に比べ4.6％増と増加基

調にありましたが、当業界に特に関係が深い持家や戸建分譲住宅につきましては、消費税増税に伴う反動減から回復

の兆しがみられるものの本格的な回復には至っておらず厳しい市場環境が続いております。 

このような状況のなか、当社グループは受注拡大、客先ニーズに対応した製品の提供を実現すべく、営業力の一層

の強化と拡販活動の展開を図ってまいりましたが、当連結会計年度の売上高につきましては243億7千2百万円と前連

結会計年度に比べ1.1％の減収となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、特別損失に会津工場の閉鎖に伴う費用

を計上したこともあり2億3千4百万円と前連結会計年度に比べ18.0％の減益となりました。 

各セグメントの状況は次のとおりであります。 

木材事業では主に木造戸建住宅の構造材・羽柄材を扱っております。持家や戸建分譲住宅の戸建て市場が本格的な

回復に至っておらず、２×４パネル製品やプレカット製品の売り上げが減少するなかで物流経費などの削減に努めて

まいりました。 

このような結果、売上高は190億4千4百万円（前年同期比1.6％減）となりましたが、セグメント利益は1億8千5百

万円（前年同期比31.5％増）となりました。 

物流事業では主に子会社の東洋陸運株式会社が住宅関連資材の運送事業および荷役事業を行っております。戸建住

宅市場の低迷により主力の住宅、建材関連の取り扱いが減少しましたが、自車両の活用や効率的な運行により利益を

確保することができました。 

このような結果、売上高は44億9千7百万円（前年同期比0.8%減）となりましたが、セグメント利益は2億3百万円（前

年同期比51.3%増）となりました。 

不動産事業では賃貸用倉庫や賃貸用マンション等の賃貸業の他、太陽光発電売電事業を行っております。平成26

年９月より太陽光発電売電事業を開始し、売上高は2億7千7百万円（前年同期比12.0%増）となり、セグメント利益は

8千4百万円（前年同期比5.9%増）となりました。 

木材害虫防除関連事業では防除用薬剤の製造・販売や防除工事等を行っております。戸建住宅市場が低迷している

なか、消費税増税前の駆け込み需要の反動減の影響が収まり、売上高は5億5千2百万円（前年同期比9.3%増）となり

ましたが、自社開発製品の受注減によりセグメント利益は3千3百万円（前年同期比9.4%減）となりました。 
 

（次期の見通し） 

次期の見通しにつきましては、金融緩和の継続や政府の経済対策の実行などを背景に景気の回復基調が続くと期待

されますが、アジア新興国や資源国の経済減速、欧州市場の低迷など、先行き不透明な状況が続くと予測されます。 

このような状況のなか、新設住宅着工戸数は、政府の各種住宅取得支援策に加えマイナス金利政策に伴う住宅ロー

ン金利の低下などもあり、今後も概ね堅調に推移するものと予想されますが、平成29年４月に予定されている消費税

増税に伴う需要の変動によっては市況に与える影響は大きく、予断を許さない経営環境が続くものと予測されます。 

このような環境のなか、当社グループは、長年培ってまいりました地域密着型営業をベースに、多様化する客先ニ

ーズを吸収して積極的な営業活動を推進するとともに、生産、販売、物流体制を整備し、企業価値の向上と、変化に

対応できる企業グループに進化を重ねてまいる所存であります。 

次期の業績につきましては、売上高253億円、営業利益5億6千万円、経常利益6億円、親会社株主に帰属する当期純

利益4億1千万円を見込んでおります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における財政状態は、前連結会計年度末に比べ純資産が1億3千4百万円増加し、総資産が1千6

百万円減少したため、自己資本比率は0.9ポイント増加し29.7％となりました。増減の主なものは、資産では受取

手形及び売掛金が1億3千8百万円増加し、有形固定資産が2億3千9百万円減少しました。負債では電子記録債務が3

億5千8百万円増加し、支払手形及び買掛金が3億9千4百万円、借入金が2億3千6百万円減少しました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動による資金の増加は3億6千9百万円、投資活動

による資金の減少は9千7百万円、財務活動による資金の減少は3億4千2百万円となり、その結果、現金及び現金同

等物の残高は18億7千6百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は3億6千9百万円（前年同期比4億4百万円減）となりまし

た。これは主に売上債権の増加額1億3千8百万円があったものの、税金等調整前当期純利益3億7千9百万円、減価償

却費3億4千6百万円があったこと等によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は9千7百万円（前年同期比2億9千4百万円減）となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得による支出7千万円があったこと等によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は3億4千2百万円（前年同期比2千4百万円増）となりまし

た。これは主に短期借入金の純減少額2億円があったこと等によるものです。  
 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成24年 

３月期 

平成25年 

３月期 

平成26年 

３月期 

平成27年 

３月期 

平成28年 

３月期 

自己資本比率(％) 23.9 24.2 25.5 28.8 29.7 

時価ベースの 

自己資本比率(％) 
6.9 8.9 11.4 10.5 9.4 

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率(年) 
6.0 3.5 58.3 5.2 10.3 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ(倍)
20.6 36.5 1.7 19.6 11.3 

   自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   （注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   （注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

   （注３）営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローの合計及び利息の支払額をそれぞれ採用しており、また、有利子負債は、連結貸借対照表に計上され

ている負債のうち利息を支払っている全ての負債を対象としております。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分につきましては、収益に対応した安定配当政策を継続するとともに、財務体質や競争力の強化を

図るため、内部留保の充実に努めることを基本としております。 

これに基づき、当期・次期の配当金につきましては、それぞれ７円50銭（普通配当５円、特別配当２円50銭）を

予定しております。 

 

２．企業集団の状況 

当社グループには、連結子会社１社（東洋陸運株式会社）、その他の関係会社２社（材惣木材株式会社、有限会社鈴

木興産）及び関連会社２社（大日コンクリート工業株式会社、システム泰斗有限会社）があります。 

東洋陸運㈱は物流事業を目的としております。当社はその議決権の100％を保有しており、取締役が兼任するほか、

営業上の取引もあります。 

材惣木材㈱は当社の議決権の24.64％を保有しており、取締役が兼任するほか、営業上の取引もあります。 

持分法適用関連会社である大日コンクリート工業㈱は、コンクリートポール、パイル等コンクリート製品の製造・販

売を目的としております。当社はその議決権の29.33％を保有しておりますが、取締役の兼任はありません。 

システム泰斗㈲はコンピュータシステムの開発・販売を目的としております。当社はその議決権の17.64％を保有し

ており、取締役が兼任しております。 

 

３．経営方針 

 (1) 会社の経営の基本方針 

当社は創業以来、木材資源を有効に活用することにより、木の持つ優れた特性を活かしながら、人や環境に優しい

自然素材製品を普及・提供し、人に役立ちながら、より良い社会作りに貢献することを基本方針とし、次の経営理念

に基づき企業活動を遂行してまいります。 

（経営理念） 

「人」は財産。働く従業員の力を信じ、個性や能力を発揮できる企業風土を守っていく。 

お客様、株主、従業員、地域社会の皆様から「信頼」される企業であり続ける。 

創意工夫をもって新しい事柄に「挑戦」し、環境の変化に適応していく。 

 

 (2) 中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、持続的成長・収益力の向上・環境適合・低成長時代への対応を企業目標とし、最終年度におい

て売上高290億円、営業利益6億円を目標とした、中期経営5カ年計画 (平成24年3月期～平成28年3月期)を策定し、平

成23年4月よりスタートいたしました。 

今年はその最終年となりましたが、当社グループ業界に特に関係が深い持家や戸建分譲住宅市場が消費税増税に

伴う反動減から回復の兆しがみられるものの本格的な回復には至っておらず厳しい市場環境が続き、遺憾ながら計画

を達成することはできませんでした。 

第4次中期計画 

当社は、おかげさまで平成28年2月に創立95周年を迎えることができました。そこで当社創立100周年（平成33年2

月16日）に向かってさらなる当社グループの発展と収益性の向上を目指し、売上高280億円、経常利益7億円を目標と

した、中期経営５ヶ年計画（平成29年3月期～平成33年3月期）を策定し平成28年4月よりスタートいたしました。 

当社グループに関連が深い住宅業界においては少子高齢化による市場縮小もあり、新設住宅着工戸数は低水準で

推移するものと考えられますが、当社はかねてより培ってまいりました、地域密着型営業をベースに積極的な販売活

動を推進するとともに、生産設備の更新、販売、物流体制の整備を行い競争力の強化を図り、目標に向かって業務を

推進してまいります。 
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(3) 会社の対処すべき課題 

業界を取り巻く環境は厳しい状況が続くと予想されますが、当社グループは中期経営５ヵ年計画を具体化するため

に下記の事業戦略を推進していきます。 

①住宅資材の包括的供給企業として全国展開を目指す。 

②住宅資材の供給から施工・工事も手掛ける総合建築資材企業を目指す。 

③住宅分野だけでなく公共・商業・産業資材建築分野まで幅広く展開を図る。 

④グループ各社の事業領域の整理や運営改善を図る。 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループの業務は現在日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、当面は日本基準を採用するこ

ととしておりますが、今後の外国人株主比率の推移及び国内他社のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）採用動向を踏まえつ

つ、ＩＦＲＳ適用の検討をすすめていく方針であります。
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(5) 連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）、及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。ま

た、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益

等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結財務諸表の組

替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来に

わたって適用しております。 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売

却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変動

を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生じた

費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更しておりま

す。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありません。 
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（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、商製品・サービス別に、「木材事業」、「物流事業」、「不動産事業」及び「木材害虫防除関連事業」を

報告セグメントとしております。各報告セグメントの事業内容は次のとおりであります。 

木材事業 …………………… 木造住宅用防腐土台及び鉄道用枕木の製造・販売、柱や梁等の構造材、２×４住

宅用のランバー及び合板の販売、木造軸組プレカット部材及び２×４パネルの

加工・販売、戸建住宅の建築施工の請負等を行っております。 

物流事業 …………………… 運送事業及び荷役事業を行っております。 

不動産事業 ………………… 倉庫・マンション等の賃貸及び太陽光発電売電事業を行っております。 

木材害虫防除関連事業 …… 防除用薬剤の製造・販売や防除工事等を行っております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部

収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

（単位：千円） 

(注)１．調整額は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益の調整額△20,284千円のうち、△22,684千円はのれん償却額であり、2,400千円はセグメント間取引

消去であります。 

(2) セグメント資産の調整額4,429,681千円は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産は主に、

報告セグメントに帰属しない投資有価証券等であります。 

(3) 減価償却費の調整額25,635千円並びに有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,257千円は、各報告セグメ

ントに配分していない全社資産分であります。 

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

連結財務諸表

計上額 

(注)２ 木材事業 物流事業 不動産事業 
木材害虫防除

関連事業 
計 

売上高    

 外部顧客へ 

の売上高 19,044,491 4,497,888 277,626 552,434 24,372,442 ― 24,372,442

 セグメント間の 

内部売上高 

又は振替高 
― 89,154 ― ― 89,154 △89,154 ―

計 19,044,491 4,587,043 277,626 552,434 24,461,596 △89,154 24,372,442

セグメント利益 185,512 203,247 84,233 33,995 506,989 △20,284 486,705

セグメント資産 7,519,081 2,039,969 1,520,495 183,227 11,262,773 4,429,681 15,692,455

その他の項目    

減価償却費 115,925 63,359 139,860 1,513 320,659 25,635 346,294

 有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 62,841 57,081 8,400 ― 128,323 4,257 132,580
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（１株当たり情報） 

当連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

１株当たり純資産額           1,195.48円 

１株当たり当期純利益            60.32円 

 

算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

項目 
当連結会計年度末 

（平成28年３月31日） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 4,657,267千円 

普通株式に係る純資産額 4,657,267千円 

差額の主な内訳 ― 

普通株式の発行済株式数 4,140,000株 

普通株式の自己株式数 244,260株 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 3,895,740株 

 

２．１株当たり当期純利益 

項目 

当連結会計年度 

自 平成27年４月１日 

至 平成28年３月31日 

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 234,998千円 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 234,998千円 

普通株主に帰属しない金額 ― 

普通株式の期中平均株式数 3,895,740株 

 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 
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６．その他 

 (1) 監査等委員会設置会社への移行について 

当社は、平成28年６月29日開催予定の第137期定時株主総会での承認を前提として、監査等委員会設置会社

へ移行する予定であります。詳細は、平成28年２月９日に公表いたしました「監査等委員会設置会社への移行

に関するお知らせ」をご覧ください。 

 

 (2) 役員の異動 

  ① 代表者の異動 

     該当事項はありません。 

   

  ② その他の役員の異動  

     新任取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者（平成28年６月29日付） 

      取締役   棚橋 健一（現 生産本部副本部長兼ハウジング工場長兼四国工場長 

兼技術ＣＡＤセンター所長兼生産・品質管理グループ長） 

 

     新任監査等委員である取締役候補者（平成28年６月29日付） 

      取締役   萩野 裕士（現 生産本部長兼名古屋工場長兼営業本部物流事業部長） 

      取締役   白石 好孝（現 社外監査役） 

      取締役   鈴木 登 （現 社外監査役） 

 

     退任予定監査役（平成28年６月29日付） 

      常勤監査役 森田 敏昭 

大日本木材防腐㈱(7907)　平成28年３月期決算短信

－ 16 －




